
 

 

論文 せん断補強筋を有する RC梁のせん断耐力評価に関する解析的検討 

 
坂田 秀生＊1・幸左 賢二＊2・松本 茂＊3・橋場 盛＊4 

 
要旨：せん断補強筋比を変化させた RC梁を用いて，載荷実験を行い実験結果と，二次元弾塑
性有限要素法解析による解析結果との比較を行った。解析における評価方法としては，修正圧

縮場理論に基づき，せん断によって生じた斜めひび割れ間のコンクリートの引張抵抗を用いた。

その結果，本解析によって，斜めひび割れ幅の増加により引張抵抗が減少し，コンクリートの

負担するせん断力が低下することが確認できた。また，せん断補強筋を増加させることにより，

コンクリートに発生する斜めひび割れに対し拘束力が働き，コンクリートの負担せん断力の軟

化挙動に影響を与えることが明らかとなった。 
キ－ワ－ド： RC梁部材，有限要素法解析，引張せん断破壊，コンクリート負担せん断力 

    

1．はじめに 

 現在のせん断に対する設計 1）では，棒部材の

せん断耐力は，コンクリートが負担するせん断

力（Vcd）とせん断補強筋が負担するせん断力

（Vsd）の単純和として与えられている。しか

し，既往の研究から変形に伴い，コンクリート

の負担するせん断力が低下することが明らかと

なっており，コンクリートが負担するせん断力

（Vcd）とせん断補強筋が負担するせん断力

（Vsd）が，必ずしも単純な重ね合わせが成り

立つとは限らない。 
 そこで，本研究では，せん断補強筋量をパラ

メータとし，載荷実験供試体を対象として二次

元弾塑性有限要素法解析を行い，コンクリート

負担せん断力の挙動および引張せん断破壊メカ

ニズムの解明に着目した検討を実施した。 
 
2．実験概要 
2.1 供試体諸元 

    実験供試体のせん断スパン比はディープビ

ームの影響が混在しないように a/d＝2.5として

いる。また，せん断補強量を増加させてもせん

断破壊となるように，引張主鉄筋に D25×6 本

を用い，曲げ耐力を増加させた供試体としてい

る。以上により決定された供試体諸元を表－1

に，供試体配筋図を図－1 に示す。パラメータ

としたせん断補強筋比は，それぞれ Case1＝

0.05％，Case2＝0.28％，Case3＝0.43％と変化さ

せている。なお，表－1 の中で，コンクリート

のせん断耐力 Vc は土木学会のコンクリート標

準示方書 1）に基づいて算出しており，Py0 は初

降伏曲げ耐力である。 

2.2 実験方法 

    載荷方法は，単純支持の静的二点載荷とし，

各ステップの最大荷重後除荷し，ひび割れの記
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b）はり

V
（kN）

供試体
Pyo
（kN）
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Pyo：初降伏曲げ耐力 ※ただし，Case3は解析のみ

表－1 供試体諸元 
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録を行った。測定項目としては，供試体下面変

位，主鉄筋ひずみ，せん断補強筋のひずみを測

定した。 
2.3 実験結果 
 図－2 に最大荷重時における供試体損傷状況

を示す。まず Case1供試体について説明すると，

鉛直変位 3.5mm，鉛直荷重 350kN時において梁

中間部に斜めひび割れが発生した。その後荷重

の増加に伴い，梁上段および下段に向かって斜

めひび割れが進展し，最大荷重 420kNに達した

後，急激に斜めひび割れが開いてせん断破壊に

至った。次に Case2については鉛直変位 4.1mm，

鉛直荷重375kN時において梁中間部に斜めひび

割れが発生した。また，鉛直荷重 425kN時に最

初に発生した斜めひび割れより支点側に第二の

斜めひび割れが発生した。その後荷重の増加に

伴って第二に発生した斜めひび割れが梁上段お

よび下段に向かって進展し，鉛直荷重 687kNに

おいて第二に発生した斜めひび割れが急激に開

いてせん断破壊に至った。 
 
3．解析概要 
3.1 解析手法 

 本解析では，RC 梁の引張せん断型の破壊挙

動を説明するために，二次元弾塑性有限要素法

解析をRC梁部材実験供試体Case1～2を対象と

して実施し，解析においては，設計上，曲げ耐

力とせん断耐力がほぼ等しくなるようなせん断

補強筋を配置した Case3（ρw＝0.43％）を追加

した。解析モデルは供試体の対称性を考慮して

梁の半分をモデル化し，境界条件としては梁中

央において水平方向を，支点部において鉛直方

向を固定とした。 
3.2 材料モデル 

(1) コンクリート 
 解析で適用した要素特性としては，コンクリ

ートには平面応力要素で 8節点アイソパラメト

リック要素を用いた。表－2 に解析に用いた材

料特性を示す。コンクリートの二軸圧縮状態に

おける圧縮域には，等二軸圧縮強度を

1.16f'c(f'c：一軸圧縮強度)として，内部摩擦角を

φ=10°，粘着力 c を 0.42f'c と設定した

Drucker-Pragarの降伏基準を，引張域には最大主

応力基準を用いた。図－3 にコンクリートの応

力－ひずみモデルを示す。圧縮上昇域では圧縮

強度まで 2次放物線とし，その後は応力が直線

的に減少するモデルを採用した。引張域では引

張強度 ftに達するまでの範囲については，応力
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a） Case1（最大荷重時：420kN） 
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b） Case2（最大荷重時：687kN） 

図－2 供試体損傷状況 
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－ひずみ関係を直線とした。ひび割れ発生後の

引張軟化域は，εt（＝σsy/Es≒2000μ）まで直

線的に下降している。ひび割れについては，要

素内に均等にひび割れが生じると仮定した分布

ひび割れモデルを用いており，その中でも固定

多方向ひび割れモデルを採用している。固定多

方向ひび割れモデルでは，第 1ひび割れ発生後，

せん断応力によって最大主応力軸が回転し，最

大主応力が再び引張強度に達した時点でその最

大主応力軸の直角方向に第 2ひび割れが発生す

ると仮定している。また，せん断モデルにおい

てはひび割れ発生後のせん断応力伝達力を設定

する必要がある。せん断低減係数には，可変型・

固定型と設定可能であるが，既往の研究 2）では

可変型もしくは固定型でも値が大きければ硬い

せん断応答，つまりせん断ひび割れ発生後の勾

配が高く維持する挙動を，値が小さければ軟ら

かいせん断応答を示すことが明らかとなってい

る。しかし，軟らかいせん断応答では，斜めひ

び割れの進展が梁上段まで達することはなく，

実験のせん断損傷状況と異なる結果も得られて

いる。そこで，本研究では硬いせん断応答では

あるが，斜めひび割れの挙動が梁上段まで進展

し，実験と近いとされるせん断低減係数 5％3）

の一定の値を採用した。 
(2) 鉄筋 

 鉄筋には埋め込み鉄筋要素を用いた解析を基

本ケースとし，表－1 に示すようにせん断補強

筋にはり要素を適用した解析を追加した。図－4

に適用要素の相違を示す。埋め込み鉄筋要素は

1 軸の引張しか考慮できないのに対して，はり

要素では 2軸の引張状態を評価することが可能

である。破壊基準としては，Von-Mises の降伏

基準を用いた。また，図－5 に鉄筋の応力－ひ

ずみモデルを示す。鉄筋が降伏応力σy に達し

た後に，ひずみのみが増加する降伏棚が存在す

ることから，降伏ひずみεsyの 8.5 倍とする降

伏棚を設けている。 
 

4．解析結果 
4.1 せん断損傷評価方法 

 本研究におけるせん断損傷評価としては，修

正圧縮場理論4）に基づき，せん断力によって生

じた斜めひび割れ間のコンクリートの引張抵抗

を用いることとする。図－6にせん断力によって

生じる引張抵抗のイメージ図を示す。載荷点に

おける鉛直力および支点反力により梁部材の要

素は図－6に示すような変形が生じる。変形に伴

って要素には図に示すような方向に主引張力が

生じ，引張強度に達すると斜めひび割れが発生

する。そこで，本研究では斜め方向に生じる主

引張力により発生する最大主ひずみに着目し，

せん断損傷の評価を試みた。また，本研究にお

いては，変形の増大に伴うせん断ひび割れ面に

対する補正方法として，各ステップにおけるせ

ん断損傷断面のガウス点から算出される角度を

用いて補正を行っている。 

4.2 せん断損傷状況 

 図－7に解析におけるひび割れ状況を示す。

Case1-a，Case2-aともにせん断損傷が顕著に現れ

σ
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sE
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σu

図－5 鉄筋の応力－ひずみ関係 

8.5εsy

図－4 適用要素の相違 

はり要素
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埋め込み鉄筋要素
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始めた鉛直変位5.2mm時の状況を示している。

ここで，斜めひび割れが最も顕著に現れている

断面を本解析におけるせん断損傷断面と仮定す

る。ひび割れ状況を見ると，Case2-aに比べ

Case1-aの方が顕著に斜めひび割れが発生して

いることが確認できる。また，図－8に斜めひび

割れ角度を示す。ここでひび割れ角度は図－7

（a）で示した1～3のガウス点を例に挙げており，

このガウス点は最大主ひずみの進展が顕著な点

である。ひび割れ角度を比較すると，Case1-a

に比べCase2-a，Case3-aの方が大きくなっており，

ガウス点3については，Case3-aのみ大きくなっ

ているが，これはせん断補強筋量を増加させる

ことにより角度が大きくなったと考えられる。

また，せん断領域内のガウス点に発生する斜め

ひび割れの角度を平均すると，それぞれCase1-a

＝44（deg.），Case2-a＝44（deg.），Case3-a＝47

（deg.）となった。 

4.3 せん断耐力の評価 

 本供試体において，せん断損傷はせん断損傷

断面に作用する主引張応力により発生すると考

えられる。そこで，せん断損傷断面に対して鉛

直に働く主引張応力を算出し，式（1）によりコ

ンクリートの負担せん断力を算出した。また，

ひび割れ傾斜角θについては4.2節で算出した

斜めひび割れ角度を採用した。 

θcot1 ・・・・ djbfVc =      （1） 

ここに， 

f1  ：主引張応力 

b ：梁幅（340mm） 

j  ：せん断損傷高さに対する係数 

d ：せん断損傷高さ（ここでは，jdとして

主鉄筋間隔距離360mmを採用） 

θ：ひび割れ傾斜角 

 また，実験におけるVcは，測定したせん断補

強筋ひずみを利用してせん断補強筋の負担する

せん断力Vsを算出し，Vc＝V－Vsにより算出し

た。なお，せん断損傷断面に対して，交差して

いるせん断補強筋の負担するせん断力（Vs）は，

 

図－6 引張抵抗のイメージ図 
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a） Case1-a（鉛直変位 5.2mm時）
図－8 斜めひび割れ角度 

b） Case2-a（鉛直変位 5.2mm時） 

せん断損傷断面

 ひび割れ状況（鉛直変位 5.2mm 時） 

1 2 3
せん断損傷が生じたガウス点

Case1

Case2

Case3

Case1（平均）＝44（deg.）
Case2（平均）＝44（deg.）
Case3（平均）＝47（deg.）



 

  

せん断損傷断面と交わるせん断補強筋作用応力

を求め，式（2）により算出した。 
   θcot/ ・・・・ djsAvfvVs =    （2） 

ここに， 
fv  ：せん断補強筋作用応力 
Av      ：せん断補強筋断面積 

  s   ：せん断補強筋の間隔（150mm） 

 各供試体ごとの発生せん断力－鉛直変位関係

図－9～11に示す。実験・解析ともに鉛直変位の

増加に伴って，コンクリート負担せん断力の勾

配が一定となり，その後低下していることが確

認できる。まずCase1について説明すると，初期

勾配が若干異なっているものの，それぞれ

Vcmax（実）＝372.7kN，Vcmax（解：Case1-a）

＝344.0kN，Vcmax（解：Case1-b）＝444.7kNと

なり，はり要素を用いた解析値が15％程度高い

値を得ている。コンクリート負担せん断力は，

鉛直変位の増加に伴って低下していることが分

かる。これは，せん断損傷断面におけるコンク

リート要素が引張強度に達した後，引張力を負

担できなくなるためであると考えられる。次に

Case2について説明すると，Case1と同様にコン

クリートの負担するせん断力が低下しているこ

とが確認できる。また，せん断耐力についても，

それぞれVcmax（実）＝388.7kN，Vcmax（解：

Case2-a）＝397.1kN，Vcmax（解：Case2-b）＝

458.9kNとなり，Case1と同様にはり要素を用い

た解析値が15％程度高い値を示している。また，

埋め込み鉄筋要素とはり要素の比較に着目する

と，全てのケースにおいて，鉛直変位2.0mm～

4.0mmの範囲で勾配がほぼ一定となっており，

鉛直変位4.0mm以降は全ケースにおいて，コン

クリート負担せん断力の低下が確認できる。し

かし，その勾配は適用した要素によって異なっ

ている。埋め込み鉄筋要素は，せん断補強筋量

によって，その勾配が若干異なっているのに対

して，はり要素では全供試体でほぼ同等の勾配

a） Case1 
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図－9 発生せん断力－鉛直変位関係 
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b） Case2 
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を得ていることが分かる。これは，埋め込み鉄

筋要素では，せん断補強筋量を増加させたこと

によって，斜めひび割れ幅の進展に抑制力が生

じるため，コンクリート負担せん断力の低下が

緩やかとなることが考えられる。また，せん断

補強筋負担せん断力に着目すると，埋め込み鉄

筋要素に比べてはり要素の方がそれぞれCase1

＝9％，Case2＝37％，Case3＝31％の耐力増加が

見込めていることが確認できる。 

 本解析により得られたコンクリートが負担す

るせん断耐力の算出結果を表－3に示す。算出結

果より，コンクリートせん断耐力に関しては埋

め込み鉄筋要素，せん断補強筋耐力に関しては

はり要素を用いた方が実験との適合性が良いこ

とが言える。 

 

5．まとめ 
 本解析の結果，以下に示す知見が得られた。 

（1）仮定したせん断損傷断面において，主引張

力に着目し，コンクリート負担せん断力を評価

した結果，実験結果に近い値が得られているこ

とから，比較的精度良く評価できることが明ら

かとなった。 

（2）せん断補強筋負担せん断耐力に関しては，

埋め込み鉄筋要素よりもはり要素を用いた方が

実験との適合性が良い可能性を示唆しており，

Case2において解析値は過小評価となる結果と

なった。 
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Case1 Case2 Case3

Vc（kN） 372.7 388.7 -
Vs（kN） 52.3 468.3 -
V（kN） 419.8 686.7 -

Vc（kN） 344.0 397.1 391.8
Vs（kN） 48.2 211.7 284.3
V（kN） 361.3 482.6 548.6

Vc（kN） 444.7 458.9 402.5
Vs（kN） 52.6 290.0 371.4
V（kN） 444.7 546.8 621.7

Vc 1.08（0.84）0.98（0.85） -
Vs 1.09（0.99）2.21（1.61） -
V 1.16（0.94）1.42（1.26） -

実験値

解析値（埋め込み）

実験値/解析値

解析値（はり要素）

表－3 せん断耐力の算出結果 

※ （ ）内ははり要素を用いた値

図－11 せん断補強筋負担せん断力 Vs 

a） Vs（埋め込み鉄筋要素） 

0

100

200

300

400

0 2 4 6 8 10
鉛直変位（mm）

発
生
せ
ん
断
力
（
kN

）

Vs（Case1-a）

Vs（Case2-a）

Vs（Case3-a）

b） Vs（はり要素） 

0

100

200

300

400

0 2 4 6 8 10
鉛直変位（mm）

発
生
せ
ん
断
力
（
kN

）

Vs（Case1-b）

Vs（Case2-b）

Vs（Case3-b）

-1020-


